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開    会 

 

○前田会長 それでは、ただいまから審議会を開催いたします。 

 

議決事項（決定案の議決） 

 

○広帯域移動無線アクセスシステムの高度化のための特定基地局の開設計画の 

認定に関する処分に対する異議申立てについての決定案について（平成２５年

１０月９日付け付議第２号） 

 

○前田会長 まず、広帯域移動無線アクセスシステムの高度化のための特定基

地局の開設計画の認定に関する処分に対する異議申立てについての決定案につ

きまして、審議いたします。 

 決定案の案につきましては、前回の審議を踏まえた修正とともに、起草委員

の方にさらに精査をいただいて、修正案を皆様に事前にお送りいただいており

ます。皆様、既にご覧いただき、必要なご意見については起草委員にお伝えい

ただいていると思いますが、それも含めて、村田委員からまとめて説明をいた

だけると伺っておりますので、村田委員から説明をお願いいたします。 

○村田委員 それでは、お手元の資料を参照していただきながら、本日版決定

案の案について、１月の審議会時点の決定案の案から修正した部分についてご

説明をいたします。 

 既に会長からご説明をいただきましたとおり、本日議決予定であることと、

１月の審議会以降、精査した結果、修正した、また修正すべき箇所が多くあっ

たことから、本日版決定案につきましては、事前に委員の先生方にお送りさせ
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ていただきました。その段階で、前田会長から２点コメントをいただき、それ

も追加で修正いたしましたので、それも含めてご説明いたします。この後の説

明では、１月の審議会の段階での決定案の案のバージョンを、修正前と言う場

合があります。また、本日版の決定案の案は、修正後という表現を使う場合が

あります。では具体的にその修正した中身についてご説明をいたします。 

 まず、第１が、１月の電波監理審議会を受けて修正した部分でございます。

そのうちの、まず１点目が、これはＷＣＰ社の主張の要旨とそれに対応する理

由の部分のところで、まず、高指向性アンテナの評価と争点としての捉え方に

ついてというところでございます。修正前の決定案の案では、ＷＣＰ社の主張

の要旨を記載した部分のうち、修正前の版の１０ページで、本日版の１０ペー

ジをご覧いただきたいと思いますが、ここに９ページの終わりから始まる（ク）

があって、修正前のバージョンではこの後に（ケ）として、高指向性アンテナ

の評価を独立した争点であるような書きぶりにしていました。しかし、再度検

討した結果、これはＷＣＰ社の主張としては、独立の争点ではなく、ＷＣＰ社

がビームフォーミングの評価について争っている理由の一つである、つまりビ

ームフォーミングが評価されないことは不当だと主張する理由の一つとして、

高指向性アンテナを評価しているのだから、ビームフォーミングも評価すべき

という位置づけであると、そういう争点整理をするのが適切だと考えたもので

す。したがって、本日版では、先ほど言った（ケ）の独立した争点の書きぶり

を削除して、本日版の７ページの真ん中にある（イ）、ここがビームフォーミン

グについての争いをまとめたところで、その（イ）の中の、７ページの下から

３行目の「また」で始まるところですが、ここに位置を変えて、高指向性アン

テナを評価し、屋外基地局からのビームフォーミングを評価しないとする総務

大臣の判断手法は誤りであるという、ここに入れ込む。この形がＷＣＰ社の主

張に沿った争点整理であるということで、ここを変えました。 
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 また、ビームフォーミングについての争いのところの最後に書き込むに当た

っては、再度、準備書面に立ち返って、より適切と思われる部分を採用して記

載いたしました。ここで争点に関するＷＣＰ社の主張の要旨のところを修正し

ましたので、これに対応して理由のところの判断の書きぶりも変えました。こ

れは、本日版の４６ページの真ん中あたりにあります⑥の上の８行ですけれど

も、ここのビームフォーミングの評価についていろいろ理由を書いたところに、

屋外基地局からのビームフォーミングの部分で、高指向性アンテナを評価した

ことは誤りとは言えないことについて、言及をしました。 

 その判断理由については、両者は異なる技術であること、高指向性アンテナ

に関してはＷＣＰ社もＵＱ社も高層ビルなどの屋内対策に用いることを記載し

ていること、具体的な基地局数が記載されていることを述べて、高指向性アン

テナを評価し、他方でビームフォーミングを評価しなかったことが誤りとはい

えない、という書きぶりにしております。これが高指向性アンテナを争点、あ

るいは争点に対する判断として、どの位置で捉えるかというところの修正でご

ざいます。 

 次に２点目ですけれども、修正後、本日のバージョンの５０ページのところ

で、（６）の上２行のところでございます。これは修正版では、「既存事業者間

の周波数の割当ての配慮という事柄で審査結果を変えることはできず」と修正

しました。これは１月の審議会で松﨑委員からご指摘がありまして、修正前は、

「割当ての配慮という書かれざる基準」という表現をしていたのを、書かれざ

る基準というと、明文にしていなくても基準だという誤解を生じかねませんの

で、より正確に事柄というふうに修正をいたしました。これが明確に１月の審

議会の時点で、この部分は再検討して修正しますと言っていた部分の２点でご

ざいます。 

 その次に、１月の審議会以降、準備書面、証拠書類を精査した結果、実質に
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かかわる部分もありますが、形式的な部分を中心にかなり修正した部分があり

ますので、それで事前に先生方に今日のバージョンをお送りしてあらかじめご

検討いただいたわけですが、その１月の審議会以降にさらに修正した部分につ

いて、大体はより忠実に、より正確にしたほうがいいというもので、実質にか

かわるところはほとんどありませんが、大きな部分についてはここで説明をさ

せていただきたいと思っております。 

 まず、その１番目が、本日版の６ページの真ん中あたりにイというところが

あります。修正前にはこのイの前に、本来、争点の１つとして整理すべきでは

ない事項を、前回のバージョンでは争点の１つとして整理して入れていました

ので、再度検討した結果、修正前は、書いてある技術がその効果を十分に発揮

できるよう利用される前提で判断するのは当然であるということを入れていた

のですけれども、これは１つの争点ではなくて、ＷＣＰ社の主張としては、高

指向性アンテナが評価されているのは当然であるという趣旨の主張として、高

指向性アンテナを使ってこんな効力を得たいと書いてあれば、前提とすること

が当然であるという趣旨の部分を引用しておりましたので、したがって、これ

は争点としての主張ではないと考えたので、削除をしたという趣旨でございま

す。したがって、本日のバージョンにつきましては、６ページの真ん中のイの

上については、この４行は削除しています。これで争点としての捉え方は正し

くなっていると考えております。 

 その次が、本日版の８ページの（カ）、それから９ページに行きまして（キ）

のところの最初の１文の文末ですけれども、現在のバージョンでは何々を評価

したことは誤っているという表現になっています。ここは、修正前は過大評価

しているという表現をしていたのですけれども、準備書面を再度検討して、そ

の書きぶりに忠実に、現在のバージョンのとおり、評価したことは誤っている

という書き方に変えました。 
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 その次が、１４ページの真ん中あたりの（５）の上のエについて、ここは基

準Ｇについての主張の部分ですが、そのほかの事項は基準Ｂの主張と同様であ

るというのが、現在のバージョンのまとめ方になっております。これは修正前

には、この後にＵＱ社開発計画のハンドオーバー時の品質向上技術云々という

ことを、さらに書いていた部分があったのですけれども、これはその前の文の

基準Ｂの主張と同様であるというところに含まれますので、それを確認しまし

たので、この部分を再度記載することは重複であろうということで削除したも

のです。 

 その次が本日版の２６ページから２７ページでありますが、ここで修正をし

たのは、２６ページの、例えばＷＣＰ社の開設計画や提出した資料一式につい

て記載しているところで、一番下の行からですけれども、修正後は「記載内容

を直接的に把握できない箇所があり」、それから次のページに行って、２行目で、

「把握できる箇所が限定されており」、さらに１行後の末尾に、「断片的に窺い

知るほかない箇所がある。」という、これが修正後でございます。修正前にどう

なっていたかというと、把握できない箇所が多い、把握できる箇所が著しく限

定されている、窺い知るほかない箇所が多いという、やや強調し過ぎた表現に

なっていたということで、ここの部分を再度読んでみると、今回の決定案の案

も、前回のバージョンでもそうですけれども、争点については、それぞれ理由

で判断を示しているとおり、確かにマスキングされた資料はありましたが、し

かし、それでも理由中の判断をするに足るだけの事実関係は、推認した部分も

ありますが、確認できているということです。そうすると、もとの表現だと、

著しく限定されているとか把握できない箇所が多いとあまりに強調すると、判

断をするだけのものが読み取れなかったのではないかという誤解を招くのでは

ないかと考えました。また、その著しくとか、多いとかというのは、やや主観

的評価も含みますので、そのため、これについては把握できない箇所がある、
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マスキングされている部分があるという事実だけを明確に書いておくという表

現に、修正をしたということでございます。 

 その次が３９ページから４０ページにかけてですけれども、３９ページの下

から７行目で（Ｆ）で始まるところですが、この文章をざっと続けていって、

４０ページの２行目に、合計１００万５１７５局というのが出てくるのですけ

れども、この前に、屋内特定基地局という言葉を入れました。これは正確を期

すためです。ここは明確に、屋内特定基地局の数としてこれを整備するという

ことを挙げています。これはＤＲ対策の屋外基地局数は１００万５１７５局の

中に含まれないので、これを明確にするために修正しました。さらに補足しま

すと、ＤＲ対策をする基地局が屋外基地局だということは、３８ページの下か

ら７行目のところで、ＤＲが屋外特定基地局からの吹き込み方式だということ

で、これに使うのは屋外特定基地局だということは明確にしてあるので、先ほ

どの４０ページの２行目は、屋内特定基地局の数だということを明確にしまし

た。 

 その次が４３ページで、真ん中のエで、双方の開設計画の比較検討をします

というところで、（ア）で、まず、ＷＣＰ社開設計画についてというところで、

それのまとめとして①以下あるのですけれども、これは中身は変えていません

が、①から⑦の順序を整理して、修正前のバージョンから順番を変えました。

論理的なまとめごとにするために、各①②③に書いてある内容は変わらないの

だけれども、順序を入れかえたということです。具体的には、修正後のバージ

ョンはどういう構成で順序を捉えているかというと、最初、個別の争点にはな

っていないけれども、開設計画の全体を見た上で、気づきの点についてまとめ

ようということで、それに当たるものは、修正前だと①②④だったのですが、

それを修正後、①②③に変えたということでございます。その次には、屋内エ

リア化の対応に関するものをまとめようということで、これが修正前では、③
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と⑥というふうに分散していたのを、修正後はそれを④と⑤にして、屋内エリ

ア化の対応について書いたところをまとめる。最後に、その他、電波の能率的

な利用を確保するための技術の導入に関して書いたものをまとめる。これが⑦

と⑤に分散していたものを、修正後は⑥と⑦にするという形で、論理的に順序

を整理したという趣旨です。 

 その次が４７ページの下から５行目の（ウ）について、ＷＣＰ社開設計画の

証拠書類に、一部の高速化技術について導入時期が記載されていることを明確

にしておくために、２行目のところで、その趣旨で、一部の高速化技術の導入

時期が記載されているということを、記載して修正をいたしました。 

 これが、前回以降の主に形式的な修正ですけれども、大きなところとして変

えたものでございます。さらに、修正バージョンを送った段階で前田会長から

２点コメントをいただきまして、これについては、修正したほうが適正であろ

うということで、追加で修正いたしました。その部分についてご説明をいたし

ます。 

 まず、第１点目が、本日バージョンの４ページの、争点の（１）のところで

す。ここは今のバージョンの記載のとおり、申請に対する判断のあり方として、

当業者、括弧して、当業者とはこういうものを言う、その上で、当業者が当然

有している知識、知見を前提とした審査をすべきである、これがＷＣＰ社の設

定している争点であると、争点の設定の仕方であるということです。修正前に

ついては、当業者を前提とするという書きぶりではありませんでしたので、こ

こはこちらの認識としても、当業者を前提とするという争点の設定が正しいし、

そうであれば記載もそのように直すべきということで、修正いたしました。 

 ここを修正するに当たっては、当業者について、５ページから始まる、異議

申立人の主張の要旨というところでＷＣＰ社が主張している書きぶりにできる

だけ沿った表現ということで、５、（１）の争点はそのような書きぶりにしてい
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ます。こうしますと、それに対応して、第３の理由の部分についても、書きぶ

りを合わせる必要がありますので、理由の部分の４８ページの最後の行を、「こ

れをＷＣＰ社が主張するところの当業者が当然有している知識、知見という曖

昧なもので補足・補充をして読むことはできない」という書きぶりに直してお

ります。修正前につきましては、その部分について、当業者という言い方をし

ておりませんでしたので、先ほどのとおり、ＷＣＰ社の争点に対する主張に合

わせて、書きぶりもそれぞれに対応させる形にいたしました。それがまず１点

目です。 

 ２点目は、４６ページの下４行目の（イ）から始まるところで、ずっと行っ

て、４７ページの１行目に出てくるのですけれども、「基地局の詳細な設置対象

リスト」というふうに修正いたしました。これは、もとは「基地局の設置対象

リスト」でしたけれども、確かに、「詳細な」と加えるべき場所であると思いま

したので、その「詳細な」を加えて修正しております。これが現在の４７ペー

ジの１行目に当たる部分でございます。 

 かなりの修正をしましたうち、今は主要なものを説明いたしました。そのほ

かに形式的なところ、細かい修正について、形式的な表現だとか文言だとかを

準備書面や証拠に再度当たって、より正確にするというレベルのものは、細か

いですので、その部分についての説明は割愛させていただきたいと思います。 

 これが、前回の１月の審議会での修正前のバージョンから、本日提出いたし

ました修正後のバージョンで修正をした主なところであり、またその修正をし

た趣旨でございます。以上でございます。 

○前田会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま説明がありました決定案の案につきまして、何か、ご質

問、ご意見等はありますでしょうか。 

 特にありませんか。事前にお読みいただき、あるいはご意見を頂戴したもの
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を、改めて、それらのことが全て修文された案になっておりますので、ご意見

等がないのかもしれませんが。ございませんか。 

 それでは、特にほかにご質問、ご意見等がないようでございますので、これ

までの修文を踏まえました結果、本案で議決したいと思いますが、いかがでし

ょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 ご異議がないようですので、この案のとおり議決することといた

します。本件決定案の起草をお願いしました吉田会長代理及び村田委員におか

れましては、大変ご苦労をおかけいたしました。会長としても御礼申し上げま

す。どうもありがとうございました。 

 それでは、総合通信基盤局の職員に入室するように連絡をお願いします。 

（総合通信基盤局職員入室） 

 

議決事項（総合通信基盤局関係） 

 

○広帯域移動無線アクセスシステムの高度化のための特定基地局の開設計画の

認定に関する処分に対する異議申立てについての決定案について（平成２５年

１０月９日付け付議第２号） 

 

○前田会長 それでは、審議を再開いたします。 

 平成２５年１０月９日付け付議第２号をもって当審議会に付議されました、

「広帯域移動無線アクセスシステムの高度化のための特定基地局の開設計画の

認定に関する処分に対する異議申立て」につきまして、審議しました結果、本

件異議申立てを、いずれも棄却する決定案を議決いたしました。 

 決定案の理由につきまして、概略を説明いたします。 
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 はじめに、本件の判断のあり方に関する争点について、すなわち、開設計画

に書かれていない、または記載が不足する場合でも、当業者が当然有している

知識、知見を前提として判断すべきか否か、また、処分の結果、既存事業者間

の割当周波数に差が生じることを考慮すべきか否か、という点でございます。

これにつきまして、ＷＣＰ社が主張するところの、当業者が当然有している知

見、知識という曖昧なもので開設計画を補足・補充して読むことはできないこ

と、また、処分結果は想定されるケースの一つであって、既存事業者間の周波

数の割当ての配慮という書かれざる事柄で、審査結果を変えることはできず、

審査結果を不当と言うこともできません。 

次に、競願時第２審査基準Ｂ、及び基準Ｇの審査に係る理由です。３つの観

点がありますので、観点ごとに理由を説明いたします。 

まず、屋内エリア化の観点に関する争点について、すなわち、ＷＣＰ社の屋

外基地局からのビームフォーミングを評価しなかったのは誤りかという点など

についてでございます。ＷＣＰ社開設計画において、屋外基地局からのビーム

フォーミングが屋内エリア化にどのように有効なのかの具体的な説明、ＳＦＮ

技術を導入する屋内用小型基地局の具体的な設置計画に関する説明、及びマイ

クロセル方式が屋内エリア化にどのように資するのかといった説明はいずれも

見当たらず、これらの技術を屋内エリア化の観点から評価することはできませ

ん。なお、屋内基地局からのビームフォーミングについては、総務大臣も評価

しているとおり、評価できるものでございます。 

また、ＵＱ社開設計画においては、屋内基地局の設置箇所に関する計画につ

いて詳細な設置対象リストが添付され、これにより計画がより具体的・充実し

たものとなっていること、全新幹線トンネル内エリア化について、対策年度や

局数の具体的な記載等があること、フェムトセル基地局についても局数等につ

いて記載されていることから、これらを評価したことが不当であるとは言えま
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せん。 

 ２点目、高速化技術の導入の観点に関する争点について、すなわち、エリア

の広さや技術の導入時期を考慮しなかったのは誤りか、という点についてです。

競願時第２審査基準Ｂ及び基準Ｇは、エリアの広さや技術の導入時期を定量的

に評価するものではないため、両社の開設計画が同等であると評価したことは、

不当な判断とは言えません。 

 ３点目は、その他技術の導入の観点に関する争点について、すなわち、ＷＣ

Ｐ社の屋外基地局からのビームフォーミングを、電波の能率的な利用の観点か

ら評価しなかったのは誤りかという点などについてでございます。ＷＣＰ社開

設計画においては、屋外基地局からのビームフォーミングが電波の能率的な利

用の確保にどのように資するのかの具体的な説明が見当たらず、また、「電波の

能率的な利用の確保に関する事項」において、８本アンテナ基地局の説明が見

当たらないことから、これらが電波の能率的な利用の確保に資する技術である

と評価することはできません。 

 また、ＵＱ社開設計画においては、アクセス制御技術、ハンドオーバー時の

品質向上技術、ｅＭＢＭＳについて具体的な技術の有効性等が記載されており、

これらの技術を評価したことが不当であるとは言えません。 

 なお、その他電波の能率的な利用を確保するための技術の導入においても、

技術の導入時期を定量的に評価するものではありません。 

 以上のことから、競願時第２審査基準Ｂ及びＧについて、ＵＱ社開設計画が

優位であると評価したことは相当であります。 

 次に、競願時第２審査基準Ｅに関する争点について、すなわち、指定済周波

数の利用の逼迫は合理的な将来予測を踏まえて判断すべきかという点について

であります。直近の平成２４年度末時点の周波数あたりの契約数の値はＵＱ社

のほうが大きく、ＵＱ社に１点を加点すべきことになります。本件審査は、将
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来の予測を考慮するものでも、判断の基準時以降の事情によって、適合性の判

断が変わるものでもありません。 

 最後に、全体のまとめですけれども、本件認定及び本件拒否処分の判断のと

おり、開設指針に基づく第１順位はＵＱ社開設計画となり、その結果、ＵＱ社

の申請を認定し、ＷＣＰ社の申請は認定拒否となります。 

 以上申し上げた理由から、総務大臣が行った本件認定及び本件拒否処分への

異議申立てをいずれも棄却する決定案を議決いたしました。 

 決定案につきましては、所定の手続により、事務局から総務大臣宛て提出し

てください。 

 以上でございますが、総務省側から何かございますでしょうか。 

○福岡総合通信基盤局長 総合通信基盤局長の福岡でございます。 

 本日、ただいま、ＷＣＰ社からの異議申立てに関する件につきまして、審議

会としての決定案を議決いただきまして、大変ありがとうございました。本日

の議決を受けまして、電波法第９４条第１項の規定に基づきまして、本日から

７日以内に、異議申立てに対する総務大臣による決定を行いたいと考えており

ます。 

本件は、平成２５年９月の異議申立て以来、審理官のもとで計６回の審理を

開催いただきました。また、意見書が提出されて以降、本日の決定案の議決に

至るまで、審議会の委員の皆様方におかれましては、本件につきまして真摯に

ご議論をいただきましたことを、重ねて御礼を申し上げます。ありがとうござ

いました。 

○前田会長 それでは、以上で、総合通信基盤局関係の審議を終了いたします。

ありがとうございました。 

（総合通信基盤局職員退室） 

（情報流通行政局職員入室） 
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諮問事項（情報流通行政局関係） 

 

 （１）９９MHzを超え１０８MHz以下の周波数を使用する移動受信用地上基幹 

  放送局の予備免許について（諮問第３号） 

 

○前田会長 それでは、審議を再開いたします。 

 諮問第３号、９９MHzを超え１０８MHz以下の周波数を使用する移動受信用地

上基幹放送局の予備免許につきまして、藤野地上放送課長から説明をお願いい

たします。 

○藤野地上放送課長 藤野でございます。 

 Ｖ-Ｌｏｗマルチメディア放送に関する件でございますけれども、まず、Ｖ-

Ｌｏｗの現況からご説明したいと思います。地域ブロックごとに分かれて放送

を行うというもので、これまで九州・沖縄広域圏、それから関東・甲信越広域

圏、そして近畿広域圏の各々について、ハード、いわゆるインフラを提供する

基幹放送局提供事業者の予備免許について、それから、その上で放送を行って

いただきます放送事業者の認定について、各々ご答申をいただいたところでご

ざいます。今のところどうなっているかと申しますと、九州・沖縄広域圏につ

いては本免許が昨年１１月２４日、放送事業者の認定も同日に行ってございま

す。それから、関東・甲信越広域圏も親局の免許については昨年１２月７日、

放送事業者の認定も同じ１２月７日に行ってございます。近畿広域圏につきま

しては、予備免許は昨年の１０月段階で行っております。この３地域の会社の

サービスは、今年３月１日に、もう間もなくですけれども、サービスインする

ということで準備を進めていただいております。 

 本日諮問させていただく件は、この３地域の次の東海・北陸広域圏のところ
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でございまして、資料をご覧いただきたいと思いますけれども、２ページ目か

らでございますが、これまでと同じハードの事業者、基幹放送局提供事業者で

あるＶＩＰからの申請で、名古屋における親局の予備免許について申請があっ

たものでございます。 

 先ほど申し上げましたように、３つの地域については、３月１日にサービス

インということでございますけれども、この東海・北陸広域圏につきましては、

２８年度の上期、おそらく夏前後のあたりになると思いますが、サービスイン

を目指して今回申請があったものでございます。 

 具体的な審査についてでございますが、同じ資料の３ページ目からでござい

ますけれども、技術基準等への適合性、それから開設指針への適合性、そして

４ページ目になりますが、経理的基礎、これらは全て昨年１０月にご答申をい

ただきました近畿広域圏のものと同じでございます。事業収支見積もりも、平

成２７年度から平成３１年度の売上高、費用、利益等は、昨年の時点のものと

全く変わってございません。売上げにつきましては、平成２８年５月まで料金

はゼロとして、その後、徐々に上がってくるということでございますが、端末

の売上げがございますので、数字をやや見込んでおります。費用につきまして

も、減価償却等についての見込み、これは昨年時と変わってございません。キ

ャッシュフローが肝心なわけでございますが、これにつきましても売上げが入

ってくるのがやや遅れる関係もありまして、持株会社のＢＩＣからの借入れに

より行う。この借入れをＢＩＣがどうやって行うかというと、増資を中心とし

て行い、不足した場合には銀行からの融資を受けるという計画でございまして、

これらも全て昨年時点と変わってございません。昨年審査したものと内容が同

じでございますので、これについても適当ということでいかがかと思っている

わけでございます。 

 置局の計画等、これはもう全て同じでございます。昨年時と変わってござい
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ません。具体的な番組のイメージが、サービスインが近づいてまいりまして、

やや出てきております。ソフト事業者自身で番組提供も行うわけですが、そこ

に外から番組提供を行う東京スマートキャスト、それからアマネク・テレマテ

ィクスデザイン等についてご紹介したいと思います。 

 まず、東京スマートキャストが行うサービスですけれども、「ＴＳ ＯＮＥ」

という名前がついております。こちらはいろいろな音楽、ハイレゾの音楽、ハ

イレゾになるのは２０１７年からで、当面はデジタル地上波の最高音質という

ことで行いますが、こういった高品質の音楽を聴いていただくということで、

さらにこれらはスマホなどでも聴けるわけでございますので、そこから音楽を

ダウンロードしていただく、あるいはＣＤを買っていただく、あるいは関係の

イベントについてのチケット購入などもネットと連動して行うことができると

いうことを用意されているわけでございます。 

 それから、別の番組提供会社です。アマネク・テレマティクスデザインによ

る「アマネク・チャンネル」でございます。こちらは車に乗っていただいて楽

しんでいただくことをイメージしているわけですが、車の行った先のいろいろ

なエリア情報、交通情報や天気情報、それから、その近くの店舗のクーポン等

についても配信いたしまして、あるいは、カーナビと連動させますので、到達

するエリア、これから行こうという先の色々な情報、交通情報等が出てくる。

そして、文字ベースで出ている情報をカーナビで音声化して流すこともできる。

そのようなことを計画しているところでございます。 

 次に東京マルチメディア放送が提供する番組でございまして、「i-dio Creat

ors Ch.」あるいは「i-dio Selection」という形で、ショートムービーの映像

情報、様々な音楽の情報なども提供するということでございますが、これらの

番組につきましては、もう免許が出ておりますので、３月１日の全体のサービ

スインを待たずに、２月２２日には先行で放送を開始する、来週の月曜日です
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ね。そういうことでございます。 

 端末につきましても提供が進んできておりまして、こちらは前回もご覧いた

だいたと思いますが、無線ＬＡＮ、Ｗｉ-Ｆｉで飛ばすものです。こちらも無料

でモニターに対して配布が今行われております。それから、スマートフォン、

今日はこちらにお持ちしておりませんけれども、こちらの発売も行われており

ます。それから緊急災害時の自動起動を行う端末、受信機についても、一部の

自治体、具体的には福岡の宗像市ですが、そちらへの提供なども今行われてい

るところで、準備は着々と進んでいると伺っております。 

 以上でございます。ご審議のほうをお願いいたします。 

○前田会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの件につきまして、何かご質問、ご意見等はありますで

しょうか。 

 よろしくお願いします。 

○吉田代理 お伺いさせていただきます。 

 以前から話題になっておりますけれども、このＶ‐Ｌｏｗが順調に育ってく

れて、広く国民に歓迎されるようなサービスになっていくと非常にありがたい

なと思って、期待をしているところですが、幾つかご質問をさせていただきま

す。まず１点目は、最後にご説明いただいた端末ですが、この受信に対応した

スマホとか、あるいはＷｉ‐Ｆｉに変換をしてＷｉ‐Ｆｉを経由して見られる

端末が、たくさんこれから準備されるということですが、今後どの程度のユー

ザー数をターゲットとして予測をされているのでしょうか。これからの伸びに

ついて、業者がどのような計画をされているのかが、気になりました。 

 それと、それに関連しまして、開設計画認定の日から5年以内に達成すべき地

域ごとの世帯カバー率ですが、計画によれば、例えば東北地方とか中国・四国

地方ですと６０％、そして今回の東海・北陸地方でも７２.５％ということで、
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結構低いなというのが気になりました。それから、先ほど番組コンテンツでご

説明いただいた「アマネク・チャンネル」は自動車が対象ということですが、

その意味では、例えば道路施設カバー率などは１００％といった、かなり高い

率が想定されているのでしょうか。そのあたり、端末の伸びと、それの前提と

なりますサービスエリア、すなわち、世帯カバー率や道路施設カバー率などを

どのように考えておられるのか、お教えいただければと思います。 

○藤野地上放送課長 通常の有料のサービスなどですと、加入者がどれぐらい

伸びるのかというので、それが収入に直結しますので、そういったところから

収支を見込むわけですけれども、こちらは広告放送ですので、エリアのカバー

率になっていますね。それによって広告を出していただく方がどのようにその

価値を見出していくのかということになってございます。ですので、具体的な

リスナーの数というところは取れないので、予測なども特にリスナーの数とい

う形で出てございません。その代わりということではございませんけれども、

行っているのは、今お話しいただきましたカバー率でございますが、移動での

利用を考えている関係上、こういう道路施設のカバー、あるいは駅のカバーと

いうことを考えているわけですが、こちらも１００％ということはなくて、大

体半分ぐらいのカバーを今考えているのですが、重点的に聴いていただくよう

なエリアがあるということで、ある程度、あまねくどの地域にもというよりは、

重点を置いたようなカバー率を計画している状況でございます。 

○吉田代理 そうすると、世帯カバー率は６０％かそれ以上、道路施設カバー

率は、正確には何％か分かりませんけれども、６、７０％あたりから、このサ

ービスが始まるというような理解でよろしいのでしょうか。 

○藤野地上放送課長 そうですね。もともと総務省から出した開設指針もこれ

ぐらいのレベルで置いておりますが、６割、あるいは一番高いところで８割以

上というような指針に対して、６０.１から８９.１とかいうふうな形で設定し
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ているところでございます。 

○吉田代理 そうすると、このサービスが開始されて、評判がよかったら、も

っと広く展開されるような見通しでお考えですか。 

○藤野地上放送課長 サービスの進展に応じてというところですね。 

○吉田代理 エリアカバー率が高くて、車を運転される方が、他のサービスが

受けられなくて困るようなところでこういう放送サービスを受けられると、す

ごくありがたいのかなと思ったものですから質問させていただきました。大体

状況は分かりました。どうもありがとうございました。 

○前田会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 お願いします。 

○松﨑委員 北海道、東北、中国・四国は赤字なのですが、長期にわたる赤字

というのはどうなのでしょうか。赤字がいつまでたっても解消できないところ

が、もう中止しようという方向に行く危険性はないのですか。 

○藤野地上放送課長 もともとの募集の際には、ブロックごとということで総

務省から募集したわけですが、結局株式会社ＶＩＰは全部自分でやりますとい

うことで申請されていて、全国トータルで採算が合うような形でやりますとい

うことですので、各ブロックとも開設計画を作っていただいており、撤退とい

うことではなく、全体の採算は全国ベースでやりますということをおっしゃっ

ているところです。 

○松﨑委員 それでマイナスを埋めるという発想ですね。この３つの地域が、

地域住民の自動車の保有率も高いような気がします。家計診断などをしますと、

東京では一家に１台ぐらいしかないのですが、地方の人の家計診断では、一家

に２台、３台なのですね。そうすると、道路カバー率とか、駅といっても道の

駅とか、幹線道路沿いにありますね。そういうところで順次カバーしていって

いただけると、過疎の地域の住民は大変助かるのではと思いました。 
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○藤野地上放送課長 そうですね。そういうところの重点的なカバーなどにつ

いても、配慮をお願いしていきたいと思っております。 

○松﨑委員 地方では道の駅に、ドライブがてら人が集まっているので、ニー

ズも高いかと思います。 

○藤野地上放送課長 分かりました。ありがとうございます。 

○前田会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 確認ですけれども、細かい点で、先ほどの「i-dio Creators Ch.」は、２月

２２日に先行開始という点ですが、これは予備免許で与えられた試験放送の中

で、これだけを放送するイメージになるのですか。 

○藤野地上放送課長 もう本免許の段階になりますので、この「i-dio Creato

rs Ch.」と「i-dio Selection」、まずこの２つの番組で先行的にやるところで

す。全部を含めた大々的な立ち上げは、３月１日にという話でございます。 

○前田会長 ３月１日の時点で想定される放送時間、１日の中での長さはどの

ぐらいのイメージですか。 

○藤野地上放送課長 ３月１日の正午に開始を予定されていると伺っておりま

すが、その日はずっと終日ということでございます。 

○前田会長 ありがとうございました。 

 それでは、ほかに特にご質問、ご意見がないようでしたら、これについては、

４回目という表現が良いのかどうかは分かりませんが、そういうことでござい

ますので、本諮問第３号につきまして、諮問のとおり予備免許を与えることが

適当である旨の答申を行うこととしてはいかがかと思いますが、よろしいでし

ょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 ご異議が無いようですので、そのように決することといたします。

答申書につきましては、所定の手続の上、事務局から総務大臣宛て提出してく
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ださい。 

 

（２）衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の試験放送の業務の 

  認定について（諮問第４号） 

 

○前田会長 それでは、次に進みます。 

 諮問第４号、衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の試験放送の

業務の認定につきまして、鈴木衛星・地域放送課長から説明をお願いいたしま

す。 

○鈴木衛星・地域放送課長 衛星・地域放送課の鈴木でございます。お手元の

資料、諮問第４号説明資料に基づきまして、ご説明をさせていただきます。衛

星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送、すなわち４Ｋ・８Ｋの試験放

送の業務の認定についてでございます。 

 １の背景、（１）のところでございますけれども、４Ｋ・８Ｋのロードマップ

では、衛星基幹放送による４Ｋ・８Ｋ放送の試験放送について、平成２８年の

放送開始、また実用放送につきましては平成３０年の放送開始を目標としてお

ります。 

 （２）のところでございますが、総務省では、４Ｋ・８Ｋ放送の試験放送の

実施に向けて必要な制度整備を行いまして、昨年９月にこの電波監理審議会で

もご審議をいただいた上で、９月９日に、株式会社放送衛星システムに対しま

して、衛星基幹放送試験局の予備免許、ハードの予備免許を付与したところで

ございます。 

 その下の表でございますけれども、この試験放送の制度整備、基幹放送普及

計画の改正の概要についてでございます。実施主体としてはＮＨＫとＮＨＫ以

外の基幹放送事業者の２者、実施方法としてＢＳの１の周波数、つまり１つの
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トランスポンダで周波数分割または時分割方式、放送時間の上限はそれぞれ１

２時間、試験放送の期間として、４Ｋ・８Ｋの本放送または実用化試験放送が

開始されるまでの間とされております。 

 （３）のところでございますが、総務省では、昨年１０月３０日から１１月

３０日までの間、試験放送の業務の認定申請を受け付けましたところ、一般社

団法人次世代放送推進フォーラムから認定申請がございました。また、日本放

送協会（ＮＨＫ）から試験放送の業務の認定申請もあったものでございます。

具体的な申請の概要といたしましては、１枚おめくりいただきまして２ページ

をご覧いただきたいと思います。申請の概要の表になってございまして、左側

が次世代放送推進フォーラム、右側がＮＨＫでございます。基幹放送の種類と

して、試験放送－超高精細度テレビジョン放送、希望する周波数としてＢＳ１

７チャンネルを使用いたします。伝送方式といたしまして、高度広帯域伝送方

式ということで、これまで既にＣＳの１２４／１２８度ＣＳ、一般放送におき

まして、衛星でチャンネル４Ｋという形での試験放送や実用放送が始まってお

りますが、この技術方式とは異なりまして、今回の高度広帯域伝送方式では、

新たなＭＭＴという多重化方式を用いたり、色域の拡大を図ったり、さらに４

Ｋのみでなく８Ｋも送れるような、高効率な符号化の方式も採用するというこ

とで、新たな伝送方式を用いますので、試験放送を行うものでございます。ス

ロット数としては４Ｋについては６０スロットまたは４０スロット、８Ｋにつ

いては１２０スロットということで、１トランスポンダ全体が１２０スロット

になってございます。変調方式としては１６ＡＰＳＫ、またはＱＰＳＫ、そし

て放送時間帯として希望する時間帯は、左側の次世代放送推進フォーラムでは、

１日あたり１時間、右側のＮＨＫにおいては１２時間を、それぞれ希望する時

間帯として指定して申請しております。放送事項としましては、ここの表に挙

げられているような分野の番組を放送することを計画しているということでご
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ざいます。業務開始の予定期日といたしましては、次世代放送推進フォーラム

は平成２８年１２月１日、そしてＮＨＫについては、平成２８年、８月１日か

らということで予定してございます。 

 恐れ入りますが、１３ページの説明資料で、背景等も含めてご説明をさせて

いただきたいと思います。お手元の１３ページが、昨年７月に放送事業者、メ

ーカー、通信事業者、ケーブルテレビ事業者等の関係者が集まって、共通の目

標として定めました改定ロードマップの概要でございます。これによりますと、

一昨年、２０１４年には、１２４／１２８度ＣＳ、ケーブルテレビ、ＩＰＴＶ

等で４Ｋの試験放送が始まり、昨年はそれぞれについて４Ｋの実用放送が開始

されております。そして、今年２０１６年に、新たな高度広帯域の伝送方式を

用いまして、ＢＳ１７チャンネルにおいて４Ｋ・８Ｋの試験放送が行われるこ

とが、ロードマップでも目標として定められておりまして、その点について、

今回認定の申請を受けてご審議をお願いするものでございます。今後のこのロ

ードマップでは、２０１８年に４Ｋ・８Ｋの実用放送が開始し、２０２０年の

東京オリンピック・パラリンピック競技大会では多くの中継が４Ｋ・８Ｋで放

送され、東京オリンピック・パラリンピックの感動が、会場のみではなく全国

で共有されているような姿を、目指す姿として掲げているものでございます。 

 １ページおめくりいただきまして、１４ページでございますけれども、今回

使用いたしますチャンネル、周波数につきましては、このＢＳの１７チャンネ

ルでございますが、こちらが以前、地デジ化の対策ということで衛星セーフテ

ィネットの放送を昨年３月まで行っておりましたが、衛星セーフティネットの

終了に伴いまして空きましたので、ここで試験放送を実施予定としているもの

でございます。 

 続いて、１５ページをご覧いただきたいと思います。この試験放送の制度整

備のスケジュールでございまして、左側の紫色がハードの制度整備、右側の橙
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色がソフトの制度整備でございまして、昨年の９月に電波監理審議会でご審議

いただいた上で、ハードの予備免許を交付したところでございますが、今回、

ソフトの認定ということで、右側の一番下でございますが、本日、ソフトの認

定のご審議をいただくものでございます。これによりまして、ＢＳによる４Ｋ・

８Ｋの試験放送の開始の手続についての環境が整うというスケジュールになっ

てございます。 

 続いて、１６ページをご覧いただきたいと思います。先ほどご説明いたしま

した基幹放送普及計画につきまして、同じＢＳ１７チャンネルの１つのトラン

スポンダを使いまして、ＮＨＫともう一つの事業者が、時分割または周波数分

割の形で共有する。それぞれ１２時間以内という制度になっておりますが、そ

の具体的なイメージとしては、右側のイメージ図をご覧いただきたいと思いま

す。例えば、ＮＨＫが橙色の部分で、ある時間帯にはこの１トランスポンダを

使って８Ｋを１番組流したり、ある時間帯には、この橙色は４Ｋ３つに区分さ

れておりますが、３番組を、３チャンネル分を流したり、そしてその橙色の合

計が１２時間以内になるように、また水色のＮＨＫ以外についても同様な形で、

それぞれが１２時間以内になるようにという制度になってございます。 

 続きまして、１７ページをご覧いただきたいと思います。今回、ＮＨＫと次

世代放送推進フォーラムから申請がありました実施計画の概要でございます。

試験放送の目的・内容としては、将来の実用化に資するため、時分割方式によ

り４Ｋ・８Ｋの試験放送を実施するものでございまして、今回、時分割方式と

いうことでございますので、それぞれ申請書の中で、計画の概要として、試験

放送の時間帯等をどういう形で調整するかという点につきまして、試験放送の

実施主体間で定例の会合を開催し、編成予定等を調整することが、申請書の中

にも記載されてございます。また、同じチャンネルの中で２つの実施主体が放

送を行い、かつ４Ｋと８Ｋの放送が混在することになりますので、識別できる
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ようにするための措置についても記載されておりまして、試験放送の実施主体

の名称またはロゴマーク等、及び４Ｋ・８Ｋ放送の別をテロップ等により表示

するという申請になっております。 

 そして、試験放送の実施体制といたしましては、次世代放送推進フォーラム

については、放送事業者、受信機メーカー、ケーブルテレビ事業者等が会員で

あり、関係事業者等の協力体制が確立しており、受信機メーカーは技術基準や

運用規定等をもとに、制作した受信機の動作確認等の検証を行い、ケーブルテ

レビ事業者は４Ｋ再放送を行うための技術基準や運用規定の伝送路での実験、

検証を実施予定とされています。またＮＨＫにつきましては、全国のＮＨＫの

支局、放送局等でのパブリックビューイングを予定するとともに、４Ｋ・８Ｋ

試験放送の有線一般放送による再放送について、可能な範囲での協力を検討す

るとされているところでございます。 

 続いて、１８ページをご覧いただきたいと思います。具体的に試験放送を行

うときの実際の試験放送のイメージについてでございます。これはＮＨＫと次

世代放送推進フォーラム、それぞれから申請が出されておりましたので、その

申請書の記載内容をもとに総務省で両者を合わせまして作成したもので、１週

間の放送番組の代表例として記載したものでございます。それによりますと、

次世代放送推進フォーラムは、１日あたり１時間、主に４Ｋを中心に行う。ま

た次世代放送推進フォーラムとしても、８Ｋを、ここでは月曜日の１０時５０

分からのところに入っておりますが、８Ｋも行う。それから、ＮＨＫについて

は１日６時間、こちらについては８Ｋ放送を中心に、４Ｋ放送については、原

則、月の最終週の１６時台に、一月に６時間程度放送するという申請になって

ございました。ただ、これも一般的な代表例でございますので、スポーツの大

会とかイベント等があった場合には、その指定を受けた１２時間以内、１時間

以内の中で、それぞれ時間帯の調整等をして、柔軟に対応することが可能にな
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ってございます。 

 続いて、１９ページでございます。この試験放送を行うためのハードの予備

免許の概要でございまして、昨年９月にご審議いただいた内容でございます。 

 続いて、２０ページをご覧いただきたいと思います。今回の試験放送の電気

通信設備について、ハードの部分は右側でございますけれども、基幹放送局設

備ということで、株式会社衛星放送システム（Ｂ‐ＳＡＴ）が、地球局の設備、

それから放送局の送信設備、衛星等については管理し担当するものでございま

す。一方で左側のほうで、基幹放送設備、番組の送出設備、ダウンコンバート

したり、エンコードなどを行う、多重化などを行う、こちらの下にございます

が、番組の送出設備についてはＮＨＫが設備を整備することになってございま

す。そして、次世代放送推進フォーラムはＮＨＫが整備した設備を借用するこ

とで、１日１時間という枠内で試験放送を行う計画になってございます。 

 続いて、２１ページでございます。今回申請がございました次世代放送推進

フォーラムの概要でございます。次世代放送推進フォーラムでは、これまでも

１２４／１２８度ＣＳでの試験放送の実施主体として、また技術基準の策定や

国際的な周知広報、情報発信など、４Ｋ・８Ｋ、そしてスマートテレビなどを

含めた高度な放送サービスの普及・推進に取り組んでいる団体でございまして、

こちらの左下にございますような関係者が幅広く加入して、普及・推進に取り

組んでいる団体でございます。 

 恐れ入りますが、また最初の１ページにお戻りいただきたいと思います。今

までのところが、申請とその関連する事項についてのご説明でございまして、

３の審査の概要のところでございます。一般社団法人次世代放送推進フォーラ

ムの申請については、別紙２‐１のとおり、放送法第９３条第１項の規定に適

合するものであり、申請のとおり認定を行うことが適当であると認められる。

また、日本放送協会の申請については、別紙２‐２のとおり、放送法第２４条
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の規定により読み替えて適用する同法第９３条第１項の規定に適合するもので

あり、申請のとおり認定を行うことが適当であると認められると考えてござい

ます。 

 お手元の資料の３ページから８ページまでが、次世代放送推進フォーラムの

審査表、それぞれ基幹放送局設備の確保可能性、業務を維持するに足りる経理

的基礎及び技術的能力、業務に用いられる電気通信設備の技術基準への適合な

どについて審査してございます。９ページから１１ページまでがＮＨＫの審査

表でございます。同様に審査しているものでございまして、この両団体とも、

いずれの項目も適合することを確認したところでございます。  

 以上でございます。よろしくご審議のほど、お願いいたします。 

○前田会長 ありがとうございました。 

 それでは、本件につきまして、ご質問、ご意見等はありますでしょうか。 

 どうぞ、お願いします。 

○吉田代理 ご説明をありがとうございました。４Ｋ・８ＫのＢＳを使った試

験放送につきましては、全く異論はございません。ただ、少し受信機のことに

ついてご質問をさせていただきたいと思います。先ほどご説明の中で、既に試

験放送を経て、実用放送に至っている１２４／１２８度のＣＳとは技術方式が

異なっていて、かつ伝送方式も異なっていますというご説明をいただいたので

すけれども、そうしますと、受像機といいますか、受信機も方式が随分変わら

ざるを得ないと思います。となりますと、ユーザーにとりましては、買い換え

ないといけないのでしょうか。あるいは、既にこのＣＳの放送受信機には、２

年後にＢＳによる異なる伝送方式の試験放送が始まるからということで、組み

込まれたような形になっていたのでしょうか。すなわち、ＢＳの４Ｋ試験放送

をみるためには受像機を完全に買い換えないといけないのかどうかという点が、

非常に気になりました。 
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 私は個人的にも、よくいろいろな折り込みチラシやホームページ等で、特に

４Ｋの受信機が非常に安くなってきたという広告を見て、余裕があれば買いた

いなと思ったこともあったのですが、その際に、２０１４年に試験放送が始ま

ったＣＳの４Ｋと、今回この諮問にかかっています２０１６年、今年スタート

するＢＳの試験放送の４Ｋが、同じ４Ｋとは言いながら全く伝送方式が異なっ

ていて、異なる受信機が必要だという認識はあまり持っていなかったものです

から、ほかの一般のユーザーの方はこういったことをきちんと認識された上で

４Ｋの受信機を買われたのかなと、その点が非常に気になりました。 

 そういう意味では、先ほどの資料の１３ページに、４Ｋ・８Ｋ推進のための

ロードマップが書かれているのですけれども、この中に例えばユーザーの視点

からみた情報、すなわち、この新しいサービスを受けようとすると、最初に買

った受信機でずっと行けるのか、あるいは次々と機能を追加していかざるを得

ないのか、あるいは、買い換えないといけないのか、そう言った情報を明記し

て皆さんにお知らせしておかないと、非常に混乱されるのではないかという点

が気になったのですが、そのあたりはいかがなのでしょうか。 

○鈴木衛星・地域放送課長 ありがとうございます。先ほど先生からもご指摘

ございましたご説明の中でも、今回の４Ｋ・８Ｋ放送は、今までの１２４／１

２８度ＣＳとは異なる、同じ４Ｋで、ＨＥＶＣという圧縮方式は一緒でござい

ますけれども、新たなＭＭＴ等の多重化方式を入れた高度広帯域の伝送方式に

なっておりますので、その受信機は、今、１２４／１２８度ＣＳが映る４Ｋテ

レビとはまた別の機能が入った受信機が必要になってまいります。そして、そ

の受信機の準備状況でございますけれども、２０１４年７月に、総務省でこの

高度広帯域の４Ｋ・８Ｋ放送のための技術基準を策定いたしまして、昨年暮れ

には、民間規格であります技術仕様も策定されたところでございます。では実

際にその受信機が市販されるのはいつかということですが、もう民間規格も策
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定されたところで、受信機を開発できる環境は整いつつあり、現在受信機メー

カーからも受信機の開発に取り組んでいると聞いておりますが、実際の市販と

なりますと、２０１８年の実用放送の開始される頃の受信機の市販に向けて開

発に取り組んでいると聞いているところでございます。したがって、この４Ｋ・

８Ｋの試験放送、今年から始まる試験放送の開始時点では、この方式に対応す

る受信機が市販されるという見込みは、現状では、関係者からお聞きする限り、

低い状況にございます。 

 ただ、一方で、視聴者が新しい４Ｋ・８Ｋの超高精細なニーズをお持ちで、

それに応えて、そういった新しい４Ｋ・８Ｋの視聴の体験ができるようにする

環境をつくることも大事だということで、パブリックビューイング、ＮＨＫで

は全国の支局でも見られるようにしたいと考えていること、その他、ＢＳ以外

の、１２４／１２８度ＣＳやケーブルテレビ、ひかりＴＶなどは、実際に市販

された機器とつなげば４Ｋを見られる環境もございますので、それらでの再放

送などにより視聴できる環境を整備して、視聴者のニーズに応えることも、関

係者の協力を得ながら取り組んでいきたいと考えております。 

 そしてユーザー、消費者に対してまさにご指摘のとおり、今、市販されてい

る４Ｋテレビ、どういったものが、１２４／１２８度ＣＳの４Ｋ放送が見られ

るテレビもあれば、見られないテレビもございます。現在もそうでございます。

それから今後発売されるテレビの中で、いつの段階になったら、このＢＳの試

験放送、何が見られて何が見られないのか、こういったことを消費者の方々が

誤解をされたり、混乱が生じないよう、きちんと周知をしていくことが大変大

事だと思っておりますので、これまでもメーカーの団体でありますＪＥＩＴＡ

さんともお話し合いをさせていただいておりますが、引き続き、さらに周知を

進めていただくよう、関係者の皆さんと協議をしていきたいと思います。 

 現在も、昨年のフォローアップ会合でもそのようなお話もございまして、そ
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れを受けてＪＥＩＴＡさんのほうで、昨年からホームページの中で周知してい

ますのが、現在、メーカーの各社から販売されている４Ｋテレビには、ＢＳの

４Ｋ・８Ｋ放送を受信する機能が搭載されておりません、そして、それを見る

ためには、今後その受信機能を搭載した外部機器等を接続することで視聴でき

るよう準備が進められていますというようなことが、ホームページの中では紹

介、周知されておりますけれども、まだまだ視聴者の方々に伝わっていない部

分が多々あるかと思いますし、これから試験放送が本格的に始まる中で、視聴

者の皆様方にそういったことをお伝えするのが、ますます重要になってくると

思いますので、今日、今いただきましたご意見を踏まえまして、しっかりと関

係者の皆様にも周知し、総務省としても一緒になって取り組んでいきたいと思

っております。 

 以上でございます。 

○吉田代理 ぜひ、よろしくお願いいたします。多分、一般のユーザーの皆様

方は、せっかく４Ｋを買ったのにもかかわらず、ＢＳの４Ｋが見られないとい

うことに対しては、すごく驚かれる方がいらっしゃるのではないかと思います

ので、そういう方に不信感を持たれないように、適切な周知広報活動をよろし

くお願いしたいと思います。 

○前田会長 それに関して、私のほうからもいいでしょうか。１つは、まずグ

ローバルなスタンダードが協議されているのではないかと思うのですけれども、

以前ご説明があったときの状況では、この新しい方式の４Ｋ・８Ｋがややメイ

ンストリームになるような印象を私は持ったのですが、それはそういう方向で

協議されているのでしょうか。それが１点目です。 

 この状況を見ると、４Ｋは韓国などで先行していて、テレビについては世界

的に韓国メーカーさんが、サムスンやＬＧを筆頭に圧倒的なシェアを持ってお

られて、世界中で４Ｋといえばその方式にというのが、デファクトスタンダー
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ドというか、事実上のスタンダードに、もしかしたらなってしまうのではない

かというおそれがあるわけですけれども、こちらのほうは、今、技術的にいろ

いろなことが入ってきて優れているが、ビジネスで勝てないという、よくある

パターンに陥らないのかどうかということですが、その辺についてはいかがで

しょうか。 

○鈴木衛星・地域放送課長 今回新たに開始いたしますＢＳでの高度広帯域伝

送方式、それから既にチャンネル４Ｋや実用放送で開始しております１２４／

１２８度ＣＳでの４Ｋ放送、どちらにつきましてもＩＴＵ、国際機関の場で定

められた国際規格、グローバルスタンダードを踏まえて、国内基準に落として、

それに基づいてサービスを開始しようとしているものでございます。ただ、グ

ローバルスタンダード、国際規格の中で選択肢の幅がございまして、その中で

どういった技術を具体的に採用するかというところは、今後、グローバルの中

ではある意味競争、どの方式が普及するかというのは、競争の部分もございま

すけれども、今回、特にこの高度広帯域伝送方式では、通信との親和性もある

ＭＭＴという多重化方式を採用し、それと効率的な伝送によって、８Ｋの衛星

放送を世界で初めて試験放送を開始するということでございますので、これか

らこういった方式が日本で先行して始まって、海外にもその方式が広がってい

くことによって、日本で先行して機器等の製造開発を行った事業者にも、海外

への展開の機会が増えてくるような取組を、成長戦略にもつながるような取組

になるよう、まず日本で先行して、国際基準を踏まえた形での方式を国内で始

めて、それが海外でも広がっていくようなことを期待しているところでござい

ます。では今後、どの方式が海外も含めて４Ｋそして８Ｋの主流になるかとい

うところになりますと、まさに今、各国でもこれから始まる衛星放送につきま

しても、韓国、欧州の一部で始まった段階でございまして、これからまさに４

Ｋの放送が本格化するところでございますので、そういった中で、日本の方式、
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日本の放送が先行することによるメリットが、十分関係者の間でも広がってい

くようにということで考えております。 

 以上でございます。 

○前田会長 そういう意味では、新たな団体の会員のリストを見ていると、先

ほど名前を挙げた韓国のメーカーさんの日本法人も入っているようなので、う

まくそちら側で統一の方向でできれば、それに越したことがないわけですが、

既に相当数がそれまでの間に売れてしまうという、先ほど吉田先生がおっしゃ

った話で言うと、これから２０１８年の放送開始までの間、特にメーカーさん

に相当努力をしてもらわないと、メインストリームになるのが難しい危険性を

はらんでいるなと危惧しています。早く実用化に向け、試験放送ももう少し広

げてということになるのかもしれませんが、消費者側に受け入れられるような

状態に、日本はもちろん、それから世界の他の国で、そういうテレビが売れて

いくような状況をつくり出さないといけないなと思います。 

○今林情報流通行政局長 先ほど吉田先生からご指摘のありました、消費者へ

の周知というのは、私どもは最大のポイントだと思っております。ちょうど地

上放送のデジタル化、ひとまず２０１１年に完成をするということで、駆け込

みでお買い換えになった方々が多く、その方々がちょうど９年周期と言われて

おりますけれども、東京オリンピック・パラリンピックの時期に、またお買い

換えになるのではないかという期待が、メーカーさんにもございます。ですか

ら、特にそういう方々に混乱なく買っていただくためにも、メーカーさんにも

やっていただかなければいけないと。同時に、メーカーさんだけではなくて、

販売する方々がきちんと周知していただかないと、売ればいいのだということ

ではいけないわけで、私ども、先ほど課長から説明申し上げた、フォローアッ

プ会合などの場で、年末に皆さんに集まっていただいて、こういった方針につ

いてご説明をしたときに、その席には経済産業省やＪＥＩＴＡさんも入ってお
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られますので、販売店などのご協力もいただきながら、今後やっていきますと。

もちろん私どもも先頭に立ってそういう周知をやってまいりますが、時期を捉

えて、消費者の皆様方に正しい周知ができるようなキャンペーンなどについて

も、これからいよいよ連携を深めて、場を捉えて公表していくようにしたいと

思います。 

 それから、今、会長がご指摘になった国際的な展開というのは、確かにメー

カーさんの再編や、あるいはビジネススタイル、新しい時代のビジネスを模索

しておられる中で大変重要なご指摘だと思います。地上放送のデジタル化で、

私どもは大変大きな成果も得まして、いろいろな方々とお知り合いになれて、

窓口ができました。ただ、テレビが売れたかというと、若干、今会長がご指摘

になったようにサムソンさんに先を越されたり、アメリカでは薄型の壁掛けが

主だということで、後塵を拝したりというような苦い経験もございます。です

から、ここは総合的な展開ということが必要になりまして、テレビの受像機だ

けではなく、いろいろなビジネスを協力をしながら展開していくことが必要か

なと思います。先ほど、買換え時期がちょうどやってくるということで申しま

したように、せっかくであれば、ネット時代でございますので、ネットに対応

した、地上放送のデジタル化というのはデジタル化のメリットを生かすために

も、ネットとの連携がうたわれたわけですが、今まだ接続しているご家庭が少

ないということで、スマートテレビだとかそういったことを４Ｋ・８Ｋと組み

合わせた話、あるいはその上のアプリケーション、こういった業界の方々とも

連携して世界に出ていけるように、そんなことも関係の推進団体などを中心に

お話がされて、今後の国際展開についてもいろいろなことについて検討される

ことが望ましいのではないかと、私どもは期待しております。 

○前田会長 よろしくお願いいたします。 

 ほかにはいかがでしょうか。 
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 どうぞ、お願いします。 

○松﨑委員 個人的に伺いたいのですけれども、消費者に周知は大事とおっし

ゃったのですが、先般、ネットで「４Ｋのテレビは録画できない」という情報

が出回っていて、本当にそうであって、早期に周知されたら誰も買わなくなる

のではないかという不安があったのですが。録画できないと大きなデメリット

になってしまいますが、それは本当なのですか。 

○鈴木衛星・地域放送課長 放送番組を録画する方式は、今のハイビジョンで

は、これは行政で定めているのではなくて、民間の技術規格として定めており

まして、例えば地上デジタル放送でダビング１０ということで、コピーを９回

できる。最後の１回は録画機からデータが削除されるということで、１０回ま

でという、ダビング１０というような制度が民間の規格の中で導入されていま

す。４Ｋ・８Ｋの放送の録画方式についても、これも民間の中で先ほどの次世

代放送推進フォーラムの団体の中で検討されているのですが、まずハイビジョ

ンと同じようなダビング１０を導入するという方向で検討されていると聞いて

いますけれども、一部の放送番組についてはより権利保護を強く図るというこ

とで、録画禁止が可能となるような規格を導入するかどうかということについ

ても、この次世代放送推進フォーラムで今議論中と聞いているところでござい

ます。そういった状況ですので、ただ、様々な意見があると承知していまして、

そういった権利保護が図られると非常に優良なコンテンツをより調達しやすく

なるので、一部の番組には録画禁止ができるようにという観点から、そういっ

たものも導入すべきだというご意見と、一方で、もう録画しながら見るという

のは、随分視聴者に根づいているので、視聴者の利便性の低下を招かないよう

に慎重に検討すべきという、両方のご意見が出ているということで、まだ結論

に達していないということで承知しています。私ども総務省としても、そうい

った関係者の間で、視聴者の混乱がなく円滑に放送開始されるように、関係者
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間で今後十分な調整が図られることを期待している状況でございます。 

○松﨑委員 そういう段階ですか。それこそパブリックコメントみたいなもの

を募集してみたらどうかと。そうすると、圧倒的に録画したいというご意見が

大多数を占めるような気がします。ただ問題だと思ったのは、まだスタートも

していないのに、そういうネガティブ情報というか、マイナスの情報があんな

に広くネットで流れてしまうのはいかがなものかと思いました。それに対抗す

る周知広報をお願いしたいと思います。ありがとうございます。 

○前田会長 ほかにはいかがでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、諮問第４号につきましては、諮問のとおり認定することが適当で

ある旨の答申を行うこととしてはいかがかと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 ご異議がないようですので、そのように決することといたします。

答申書につきましては、所定の手続の上、事務局から総務大臣宛て提出してく

ださい。 

 

（３）電気通信事業法等の一部を改正する法律の施行等に伴う放送法関係省 

令等の整備案について（諮問第５号） 

 

○前田会長 それでは、次に進みます。 

 諮問第５号、電気通信事業法等の一部を改正する法律の施行等に伴う放送法

関係省令等の整備案につきまして、長塩放送政策課長から説明をお願いいたし

ます。 

○長塩放送政策課長 それでは、ご説明させていただきます。お手元の資料、

クリップをお外しいただきまして、２つ目の資料でございます。Ａ４横のパワ

ーポイントの資料に従ってご説明させていただきます。 
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 １ページでございます。本法律につきましては、昨年成立した放送法によっ

て新たな制度を導入するものでございまして、上の四角にございますとおり、

有料放送サービスの受信者保護のための制度の充実を図り、１つ目として、書

面交付義務、初期契約解除制度、不実告知等の禁止、勧誘継続行為の禁止、代

理店に対する指導等の措置について、新たな整備を行うものでございます。そ

の下にマップ状のものがございますが、オレンジ色に塗ったところが今回新た

に導入する部分でございまして、本制度につきましては本年５月２１日に施行

を予定しているものでございます。 

 ２ページにございますとおり、今回、関係の省令それから告示案について、

諮問をするというものでございます。 

 ３ページでございます。１点目の、説明義務の充実についてでございます。

今回の諮問事項は大きく４点ございますが、その初めの項目でございます。有

料放送に関する説明義務につきましては、平成２２年の放送法改正で導入され

てございます。今回は、当該説明義務の充実を図るものでございまして、サー

ビスの提供条件の説明に際して、受信者の知識・経験等を勘案し、しっかりと

説明する、いわゆる適合性の原則を追加するものでございます。またこのほか

では、後ほどご説明させていただきますが、初期契約解除制度に関する事項等

も追加となりますが、他方、法人を相手とする契約、あるいは受信設備の数の

変更契約等につきましては、受信者の利便等も勘案し、説明義務の対象除外と

するということもございます。 

 ４ページでございます。書面交付の義務の導入についてでございます。これ

は有料放送事業者に対して、契約成立後の書面の交付を義務付けるものでござ

いまして、具体的には、契約の成立年月日、受信者の氏名等を書面に記載し交

付することが、新たに求められるというものでございます。 

 次のページでございます。この書面交付の義務に関しましては、例えば有料
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放送の管理事業者、衛星プラットホーム事業者等ということでございますが、

こういった者のかかわる契約につきましては、個々にサービスを提供する有料

放送事業者にかわって、有料放送管理事業者の名称等を示すというところが定

められてございます。現場ごとの都合、便宜等を考慮した例外措置等も整備さ

れてございます。 

 ６ページでございます。初期契約解除制度でございます。これにつきまして

は、有料放送については、料金等が複雑である、理解が困難であるという特性

を配慮し、このもとでの受信者を保護するために、契約締結後に書面の受領後

等から８日間は、有料放送事業者の合意なく契約解除ができるという制度を導

入しようというものでございます。対象となるものは、左側の下の欄、枠で囲

ってございます、衛星基幹放送、衛星一般放送等について導入するものでござ

います。この制度につきましては、関連する特定商取引に関する法律で、クー

リングオフという制度がございます。これに似てございますが、こちらは、訪

問販売等の不意打ち性の防止、保護という目的でございますので、全体として

同様の制度ではございますが、目的に照らし、若干の差異が設けられていると

いうことでございます。 

 次の７ページでございます。そのほか、初期契約解除制度に対しては、ご覧

のとおり、適用除外となるような場合も設けられているということでございま

す。 

 ８ページでございます。勧誘継続行為の禁止についてでございます。これは、

勧誘を受けた者が契約を締結しない旨の意思表示をした場合に、勧誘を継続す

る行為を禁止する制度でございます。同様に、一定の場合、受信者保護等を勘

案した上でございますが、軽微な場合等、例外的な措置も設けているというこ

とでございます。 

 ９ページでございます。今回の諮問事項につきましては、以上ご説明した大
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きく分けた４点でございますが、今回の改正では、そのほかに諮問事項以外の

新たな制度として、ご覧のとおりでございますが、代理店に関する指導等の措

置を新たに導入しているところでございます。 

 次の１０ページでございますが、今回、諮問させていただいた関係省令など

につきましては、ご覧のとおり、昨年１１月２５日から１２月２４日にパブリ

ックコメントを実施し、その結果、１７の事業者、団体、個人から意見をいた

だいているところでございます。その概要が１１ページ、１２ページと示して

ございます。意見の大半は、今回の制度整備に賛成、または妥当とするもの、

そして、説明義務や書面交付義務に対して、より具体的なガイドライン等で示

すことが良いのではないかといった意見が中心でございます。なお、今申し上

げました具体的な事例等を示すガイドラインにつきましては、本日、案を公表

し、今後、パブリックコメントを経て、策定、公表ということを考えてござい

ます。１２ページも同様な概要を示しているところでございます。 

 以上が、駆け足で恐縮ではございますが、今回、審議をお願いする事項の概

要でございます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○前田会長 ありがとうございました。 

 それでは、本件につきましてご質問、あるいはご意見等ありますでしょうか。 

 お願いします。 

○松﨑委員 細かいのですけれども、パブリックコメントで個人３者、法人・

団体１４者というご意見の中で、結果が読めるのが全部法人・団体なのですね。

そうすると、利用者の側というよりはサービス提供者の側からの意見という気

がするのですが、個人の３者はどんな意見を述べていたのか、わかりますか。 

○長塩放送政策課長 表の中で、例えば１１ページのところでございますが、

そこに個人等を明示してございますが……。 

○松﨑委員 これかな、最後の。 
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○長塩放送政策課長 そうですね。失礼いたしました。 

○松﨑委員 この会社とこの個人の人が同じような意見を言っていたというこ

となのでしょうか。読みとると、２番目ぐらいが個人っぽいでしょうか。 

○長塩放送政策課長 個人３者、概要を申し上げます。まず、１点目は、今回

の省令案が適用されることにより、悪質な有料放送事業者への行政処分が行わ

れることを望みます等々としてございまして、賛同のご意見をいただいてござ

います。また、次のところにつきましては、ＮＨＫの受信機契約のご意見でご

ざいまして、これは全文、今後発表させていただきますが、今回のパブリック

コメントとは範囲外のご意見をいただいてございます。また同様に、携帯電話

の通信料についてのご意見をもう一点いただいてございまして、これも今回の

意見募集の範囲外のものをいただいてはございますが、今後の行政上の参考と

させていただくというもので、こういう３件でございます。 

○松﨑委員 少しずれた感じのものが２件あったのですね。わかりました。有

難うございます。 

 それと、７ページ目の、対象サービスであっても初期契約解除が適用されな

い場合というものの２番が、受信者に不利でない変更、更新契約というのが、

曖昧な気もします。どの基準で誰がどう認定するのか、気になったところです。

受信者側が不利だと言っても、サービス側に、いや、不利ではないというよう

な齟齬が生じないのでしょうか。 

○井田企画官 お答え申し上げます。その点につきましては、ご指摘のとおり

水掛け論になる可能性もございますので、先ほど課長からも申し上げましたが、

本日からパブリックコメントでガイドライン案、手引書を世間に見ていただく

と。その中で例えば料金の引下げのみといったものは、不利でないかという例

示として、なるべく分かりやすく示しているところでございます。他方、法的

に申しますと、この規定は、行政処分の規定ではなく民事のクーリングオフと
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同じです。最後は裁判所が決める話になってしまいますので、ここは不利、不

利でないというのは、通常の他の法律例などを見ながら、そういった例えば文

言としては使っておりますが、あとは細かいいろいろな事例があると思います

ので、そこはもう民事の話として整理していくこととなります。 

○松﨑委員 そうすると、クーリングオフのように文書で８日以内に送れば、

契約解除できるというほどの実行力はない、裁判にまで持ち込まないと解除で

きないという可能性も多く残るという感じですか。 

○井田企画官 こういった全てのサービスがこの初期契約解除制度の適用では

ないという点において、そこの境界線のところで通常の特定商取引法上のクー

リングオフとは違う要件が加算されており、そこについて紛争が生じる可能性

は否定できません。おっしゃるとおりです。ただ、これは消費者側からも含め

まして、あまりにも、例えば料金などはしょっちゅう変わるわけでございまし

て、チャンネル変更などもしょっちゅうございます。そういったもののたびに、

書面を交付し、初期契約解除がスタートすることになりますと、かえって消費

者にとって煩わしいとか、あるいは手続の費用が、全消費者に対して、料金の

値上げとかで跳ね返ってきてしまうかもしれませんので、ここは合意形成でき

る範囲で、簡素化の措置も採っております。そこは確かに危険性もある反面で、

簡素化も必要、両天秤にかけた上で、これぐらいのことは、とりあえず当面の

施行段階では、これぐらいのところまでは抜いてもいいのではないかというこ

とでやっておりますが、まさにご指摘のとおり、これで、もし、こういった規

定にかこつけてトラブルが多発することがありましたら、ここは直ちに我々と

しましても注視して、必要な見直しがあれば迅速に対応していこうと考えてお

ります。 

○松﨑委員 気になるのは、料金等に変更がないときと言われてしまうと、料

金は変わらなかったけれども、サービスの質が大幅に低下したということもあ
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り得るわけですよね。この表記で、２と３ですけれども、気になりました。確

かに適合性の原則は大事ですけれども、金融商品取引法などの場合では、投資

家の金融知識のレベルを誰がどのように計るのかとか、知識はあっても資産の

状況がどうなのかとか、いろいろな条件が精査されて、初めて適合性が認めら

れるので。 

○井田企画官 つくづく、本当に委員のおっしゃるとおりだと思いまして、制

度というのは、幾ら器をつくっても、魂を込めていくことはなかなか難しいと

ころがございます。基本的に、大手の放送事業者さんや業界団体さんは、非常

に意識を持って、今回の制度整備に、規制強化でございますが、皆さん反対も

せずに受け入れるということをおっしゃっておられますので、制度としては、

とりあえずの段階ではこういう形で出させていただいた上で、今後きちんと魂

を込めた運用がなされているか、きちんと注視してまいりたいと考えておりま

す。 

○松﨑委員 実効性がある制度にしていただきたいと思います。というのは、

契約するのは若者が多いと思うのです。私の教えている１８歳、２０歳の若年

層は、何も分からず契約してしまいます。毎月高額の料金を母親のクレジット

カードから引き落とすはめになったという契約トラブルもあったと聞きます。

もっと学校でも契約について教えなければいけないのですけれども、契約の概

念そのものが分かっていない若い世代が、こういう契約を簡単にしてしまう、

それでトラブルに発展することも多々考えられるので、ぜひ、何か周知すると

きに若者向けのパンフレットとか、若者向けの教材みたいなものをついでに考

えていただけると、いいのではないかと思います。 

○長塩放送政策課長 現在、東京でもそれから各地方でも、総合通信局等で周

知の活動をしてございます。しっかりと、地方の事業者、東京の事業者を含め

て注視させていただくとともに、先ほど少しご紹介させていただいたガイドラ
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インを策定してございます。ガイドラインの中では、委員がご指摘いただいた、

さまざまな事例についても極力盛り込んで、分かりやすいもの、現場が非常に

よく理解できるものをつくってまいりたいところがございますので、それを策

定し、さらに策定後についても、現場で起こるさまざまな事象をどんどん取り

入れていって、見直していって、非常に意義のある制度にしていきたいと考え

てございます。 

○松﨑委員 ぜひお願いします。 

○今林情報流通行政局長 先ほどご指摘にありましたパブリックコメントの公

表と、それからガイドラインの案、先ほど吉田先生と松﨑先生からご指摘のあ

った道路カバー率などについては、まとめたものを資料として先生方にお送り

させていただきたいと思います。 

○松﨑委員 よろしくお願いします。 

○前田会長 ありがとうございます。 

○吉田代理 非常にこれも結構な話だと思います。そして私も非常にガイドラ

インは重要だと思います。確認ですが、ガイドラインは主目的としては業者向

けかなと思うのですが、一般の消費者もそのガイドラインは見られるようにな

るのでしょうか。 

○長塩放送政策課長 はい。もちろん公表でございますし、利用者の方にも意

義のあるものとしてつくってございます。 

○吉田代理 大変ありがたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○前田会長 ほかにはよろしいですか。 

 それでは、本件、消費者保護の観点でさらに一歩前進するというものなので、

特に異論はないということかなと思います。この諮問第５号につきまして、諮

問のとおり改正及び制定することが適当である旨の答申を行ってはいかがかと

思いますが、よろしいでしょうか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 ご異議がないようですので、そのように決することといたします。

答申書につきましては、所定の手続により、事務局から総務大臣宛てに提出し

てください。 

 以上で、情報流通行政局の審議を終了いたします。どうもありがとうござい

ました。 

（情報流通行政局職員退室） 

 

閉    会 

 

○前田会長 それでは、本日はこれにて終了といたしますが、２月２６日をも

って、村田委員が任期満了ということでございます。 

○松﨑委員 本当にありがとうございました。 

○村田委員 お世話になりました。ありがとうございました。 

○前田会長 特に決定案の起草等も大変ご努力をいただいたので、ここで感謝

申し上げます。 

○村田委員 とんでもないです。 

○前田会長 次回の開催は、平成２８年３月１１日金曜日１５時から、予定し

ていますので、よろしくお願いします。どうもありがとうございました。終了

といたします。 


